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研究テーマ（発表タイトル） 

サバティカル制度の導入は企業にとって有益か否か 

 

１．研究概要（目的・狙いなど） 

長期休暇を望む日本の労働者が 78.5% 存在する 。その理由として、精神的な休息、身体的な休息、旅行などの

非日常の体験をしたいことなどが挙げられる。北欧などワークライフバランスの考えが進んでいる諸外国では、

長期休暇制度として 一定期間勤続した労働者に休暇を与える「サバティカル制度」が浸透している。しかし、日

本ではほとんどの企業で長期休暇制度が導入されていない。なぜなら、導入していない企業は主に代替要員の確

保にかかるコストを懸念しているからである。多くの企業はこのような懸念から、サバティカル制度に対してマ

イナスなイメージを持ち、導入していない状態が続いている。 

そこで本研究では、企業がサバティカル制度を導入した際の企業の株価や営業利益への影響を分析し、サバテ

ィカル制度の導入が企業にとって有益か否かを明らかにする。 

２．研究テーマの現状分析（歴史的背景、マーケット環境など） 

労働者がサバティカル制度を望む一方、企業はサバティカル制度についてどのように考えているのか。厚生労

働省（2015）の調査によると、55.7%の企業がサバティカル制度を認知している。しかし、92.3%の企業がサバテ

ィカル制度を導入していない。 

なぜ企業はサバティカル制度を認知しているにも関わらずサバティカル制度を導入しないのだろうか。厚生労

働省（2015）によると、企業が導入していない理由として経営者がサバティカル制度導入による効果より費用に

あたる代替要員の確保の面に懸念を抱いており、企業の業績に悪影響を及ぼすことが挙げられる。多くの企業は

このような懸念から、サバティカル制度に対してマイナスのイメージを持ち、導入していない状態が続いている。 

３．研究テーマの課題 

小倉（2005）、厚生労働省(2018a)によると、長期休暇制度の充実によって働きやすさを改善し、労働者の生産性

が向上することで企業業績を上昇させることが明らかになっている。また、Luminous班が行ったアンケート調査

より社員のモチベーションアップにつながることが分かっている。このように、サバティカル制度は企業の業績

にプラスの影響があることが分かっている。しかし、サバティカル制度の導入が企業業績に対してどのような影

響を与えるのかを検証するような研究は、行われていないのが現状である。 



４．課題解決策（新たなビジネスモデル・理論など） 

そのため、本研究ではサバティカル制度が企業業績にどのような影響を与えるのかを明らかにするため、二つ

の疑問を立て、分析を行った。 

 

【疑問 1】「サバティカル制度の導入は企業の営業利益を高めるのか？」 

小倉（2005）によれば、サバティカル制度の導入により、労働者の働き

やすさが向上し、また RIETI(2014)によると、労働者の働きやすさの向上

により労働者の生産性が向上する。さらに日本生産性本部（2017）によれ

ば、労働者の生産性が向上すると、企業の営業利益を引き上げる。しか

し、サバティカル制度導入により企業の営業利益にどの程度影響がある

のかを示した先行研究はなかった。そのため、疑問①を明らかにする。  

                   

【疑問 2】「サバティカル制度の導入は企業の株価を高めるのか？」  

川端（2004）によれば、サバティカル制度の導入は、労働者のモチベ

ーションアップに繋がり、また吉川（2016）によれば、労働者のモチベ

ーションがアップすれば、企業の株価が上昇する。しかし、サバティカ

ル制度の導入により企業の株価にどの程度影響があるのかを示した先行

研究はなかった。そのため、疑問②を明らかにする。 

 

５．研究・活動内容（アンケート調査、商品開発など） 

分析①：企業の営業利益を分析 

疑問①「サバティカル制度の導入は企業の営業利益を高めるのか？」 

 

【分析方法】パネルデータ分析 

【対象企業】東証一部上場企業 75社 

【期間】2013年から 2018年 

【被説明変数】営業利益 

【説明変数】サバティカルダミー  従業員数 平均年収 自己資本 TOPIX   

 

・サバティカルダミーについて 

Luminous 班が行ったアンケート調査の結果を基に、その年度にサバティカル制度を導入している企業を 1、サ

バティカル制度を導入していない企業を 0とするダミー変数を作成する。この分析においてダミーの係数の値が

正の値となればサバティカル制度が企業の営業利益によい影響を与えることが分かる。 

 

※各説明変数に対する営業利益の弾力性を推定する為に対数変換を施した。 

※説明変数と被説明変数の間に逆の因果関係を考慮して 1年のラグを取った。（TOPIXを除く） 

 

分析②：企業の株価を分析 

疑問②「サバティカル制度の導入は企業の株価を高めるのか？」 

 

【分析方法】分析①と同様 

【対象企業】分析①と同様 



【期間】分析①と同様 

【被説明変数】株価 

【説明変数】分析①と同様 

・サバティカルダミーについて 

分析①と同様。この分析においてダミーの係数の値が正の値となればサバティカル制度が企業の営業利益によ

い影響を与えることが分かる。 

 

※分析①と同様に対数変換を施した。 

※分析①と同様に 1年のラグを取った。（TOPIXを除く） 

 

 

６．結果や今後の取り組み 

【分析①結果】 

 ・全企業 

分析対象企業の全企業における分析では、サバティカルダミーが+で１0％の水準で有意であるという結果が出

た。このことからサバティカル制度は企業の営業利益を上昇させる可能性があるということが分かった。 

 

・業種別 

次に業種別で分析を行ったところ、金融、製造の業種で＋の影響を示し、の営業利益を上昇させる可能性がある

ということが分かった。両業種ともに、1 日～５日ほどの短期の休暇は取れるが長期休暇の取得が足りていない

ことが指摘されており、サバティカル制度の導入により、従業員のモチベーションが上がったことが要因と考え

られる。 

 

【分析②結果】 

 ・全企業 

分析対象企業の全企業における分析では、サバティカルダミーが+で 5％の水準で有意であるという結果が出た。

このことからサバティカル制度は企業の株価を上昇させる可能性があるということが分かった。 

 

・業種別 

次に業種別で分析を行ったところ。金融、製造、サービスの業種で＋の影響を示した。厚生労働省(2016)による

と、これら 3業種では、疲労の蓄積度が特に高いため、サバティカル制度が効果的であったと考えられる。 

 

【本研究の結論】 

「サバティカル制度の導入は企業にとって有益である」 

 

【提案】 

「企業はサバティカル制度を導入するべきである」 

(特に長期的な休暇が取得できていない業種、疲労の蓄積度が特に高い業種) 

【企業の懸念に対する具体策】 

・懸念 

代替要員の確保 

・具体例 



(例)ワヴデザイン 2012年にサバティカル制度を導入。採用人数を増やし、配置転換を可能にし、長期休暇取得

率が増加、営業利益上昇。 
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